
勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付要綱 

 

令和７年３月 27日 

勝浦町告示第 19号 

 

 （目的） 

第１条 この告示は、転入世帯及び新婚世帯、子育て世帯の町内定住を促進し、もって定住

人口の増加を図るため、民間賃貸住宅の家賃の一部を助成することについて必要な事項を

定める。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）申請住宅 

勝浦町内にある民間賃貸住宅のうち、勝浦町定住促進賃貸住宅整備基準により審査さ

れ、認定された賃貸住宅をいう。 

（２）家賃 

申請住宅の賃貸契約に定められた賃借料の月額をいう。 

（３）定住 

本町の住民基本台帳に登録され、かつ、５年以上継続して居住することをいう。 

 （助成金の交付）  

第３条 町長は、申請住宅に入居する対象世帯に対し、予算の範囲内において定住促進賃貸

住宅家賃助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとする。 

 （助成対象者） 

第４条 この助成金の交付を受けることのできる者（以下「助成対象者」という。）は次に掲

げる要件の全てに該当する者とする。 

（１） 勝浦町への定住を希望する者 

（２） 当該年４月１日以降、申請住宅に入居している者 

（３） 世帯員のうち１人以上が継続して収入を得ている。 

（４） 世帯員に年収が 600万円を超える者がいない。 

（５） 世帯全員が税金等の滞納をしていない。 

（６） ほかの公的住宅扶助を受けていない。 

（７） 世帯全員が、勝浦町暴力団排除条例（平成 24 年勝浦町条例第 13号）第２条第１号

に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団

員等でないこと。 

（８） 世帯構成が次のいずれかに該当する者 

ア 当該年４月１日現在夫婦のいずれか一方が、45歳以下の夫婦世帯（以下「夫婦世帯」

という。） 



イ 中学生以下の子供を含めた二人以上の世帯（以下「子育て世帯」という。） 

 （交付期間、助成金の額等） 

第５条 助成金の交付期間は、交付決定された月（月の途中の場合は、決定日が属する月の

翌月）から前条に掲げる要件に該当しなくなるまでの間とする。ただし、助成金の交付は

１世帯３年を限度とする。 

２ 助成金の額は家賃から住宅手当その他家賃にかかる助成金等の額を減じて得た額の

30％（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、20,000 円を限度と

する。ただし、夫婦世帯については、10,000円を限度とする。 

 （助成金の交付の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、毎年度、勝浦町定

住促進賃貸住宅家賃助成金交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。

ただし、申請が２回目以降であるときは、以下の書類の添付を省略することができる。 

（１） 当該申請住宅の賃貸借契約書の写し 

（２） 世帯全員の住民票の写し 

（３） 世帯全員の納税証明書及び所得証明書 

（４） 住宅手当額等を証明する書類 

（５） その他町長が必要と認める書類 

 （助成金額の決定） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、助成金の交付

を決定したときは、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付（不交付）決定通知書（様式

第２号）により通知する。 

２ 町長は、助成金の交付を決定するときは、申請者の世帯員の納税、所得及び居住の実態

等について必要な調査をすることができる。 

 （助成金の請求） 

第８条 前条の規定による交付決定の通知を受けた助成対象者は、賃貸借契約に伴い所定の

家賃等を支払い、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金請求書（様式第３号）にその領収書

の写し又はそれに代わるものを添えて、町長に助成金の請求をしなければならない。 

 （助成金の交付） 

第９条 町長は、前条の規定による請求があったときは、その内容を審査し、適当と認める

ときは、第５条第２項に規定するそれぞれの期の助成対象月分の助成金を当該期の最終月

の翌月末日までに助成対象者に交付するものとする。 

 （届出の義務） 

第 10条 助成対象者は、申請した事項に変更が生じたときは、速やかに町長に届け出なけれ

ばならない。 

 （状況の調査） 

第 11条 町長は、必要があると認めたときは、助成対象者に対し報告を求め、又は調査を行

うことができる。 



 （交付資格の喪失） 

第 12条 町長は、助成対象者が申請住宅を退去し、若しくは契約の解除をしたとき、又は第

４条に掲げる要件に該当しなくなったときは、その月分以降の助成金は交付しないものと

する。 

 （決定の取消し） 

第 13条 町長は、助成対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付の決定

を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２） 第４条各号に掲げる者に該当しなくなったとき。 

（３） 賃貸借契約を解除したとき。 

（４） その他、町長が相当の理由があると認めるとき。 

２ 町長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは、勝浦町定住促進賃

貸住宅家賃助成金交付決定取消通知書（様式第４号）により助成対象者に通知するものと

する。 

 （助成金の返還） 

第 14条 町長は、前条第１項第１号の規定により助成金の交付を取り消したとき、又は、交

付決定を受けた日から 60 か月以内に町外に転出したときは、別表に定める額を当該助成

対象者に対し、期限を定めて、返還を求めるものとする。 

２ 前項の規定における返還を求める補助金の額は、別表のとおりとする。 

３ 町長は、前項の規定により助成金の返還請求をするときは、勝浦町定住促進賃貸住宅家

賃助成金返還請求書（様式第４号）により行う。 

４ 前項の規定により助成金の返還の請求を受けた交付対象者は、当該助成金を町長が定め

る期限までに返還しなければならない。 

 （細則） 

第 15条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

  この告示は、令和７年４月１日から施行する。ただし、この告示の施行の日前に交付決

定されたものについては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第 14条関係） 

取消事由 返還を求める補助金の額 

第 13 条第１項第１号の規定により助成金

の交付を取り消したとき 

交付額の 100％ 

交付決定から１年未満で勝浦町外へ転出

したとき。 

交付額の 80％ 

交付決定から１年以上３年未満で勝浦町

外へ転出したとき。 

交付額の 50％ 

交付決定から３年以上５年未満で勝浦町

外へ転出したとき。 

交付額の 30％ 

 

  



様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

 

 勝浦町長 殿 

住所 

氏名              

 

        年度勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金（変更）交付申請書 

 

 勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金の（変更）交付を受けたいので、次のとおり関係書類

を添えて申請します。また、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付要綱第７条第２項の調

査を行うことについて同意します。 

１ 入居した 

 （入居予定） 

民間賃貸住

宅 

（１）住所 勝浦町大字 

（２）契約締結年月日   年   月   日 

（３）契約期間 

 

 年   月   日から 

  年   月   日まで 

(以降自動更新) 

（４）家賃（A） 円（月額） 

（５）入居（予定）日   年   月   日 

２ 住宅手当等（B） 

 
円（月額） 

３ 助成金（（A）－（B））×30％ 
円（月額） 

４ 助成期間      年  月  日から 

     年  月  日まで    月 

５ 世帯構成 

  対象に○印 
１ 夫婦世帯 

 ２ 子育て世帯 世帯員（    ）人 

※助成金の上限は、２万円（夫婦世帯は１万円）とする。 

（添付書類） 

（１）当該申請住宅の賃貸借契約書の写し 

（２）世帯全員の住民票の写し 

（３）世帯全員の納税証明書及び所得証明書 

（４）住宅手当等を証明する書類 

＊上記添付書類は２年目からは変更のない場合は省略することができます。 



様式第２号（第７条関係） 

勝浦町指令  第  号 

 

 

（住所） 

（氏名） 

 

 

    年  月  日付けで申請のありました勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金の交付

については、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付要綱第７条第１項の規定により次のと

おり交付（不交付）します。 

 

   年  月  日 

 

勝浦町長       

（交付の場合） 

１ 助成対象事業名   勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金 

 

２ 助成金交付決定額  月額金      円 

 

３ 交付決定月      年  月 から   年  月（ か月から か月/36か月） 

 

４ 交付の条件等 

（１）申請内容に変更がある場合はすみやかに報告すること。 

（２）交付期間は最長36か月までとする。 

（３）町監査委員の要求があったときは、必要な書類を提出し、又はその監査をうけること。 

（４）助成事業にかかる収入及び支出（家賃の領収書・交付決定通知書等）についての証拠

書類を助成事業完了後５か年間整理保存すること。 

（５）住所地域の地区（行政区）活動等に積極的に参加すること。 

 

 

 

（不交付の場合） 

  理由 

 

 

 



様式第３号（第８条関係） 

年  月  日 

 

 勝浦町長  殿 

 

 

 

住所  

氏名             

 

 

勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金請求書 

 

勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金の交付を受けたいので、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃

助成金交付要綱第８条の規定により必要書類を添えて、次のとおり助成金の請求をします。 

 

 

助成金請求額           

 

内訳  月額    円×  月分（４・５・６・７・８・９・10・11・12・１・２・３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第 13条関係） 

第     号   

年  月  日 

 

 

           様 

 

 

勝浦町長         

 

 

勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付決定取消通知書 

 

    年  月  日付け勝浦町指令 第  号により交付決定した勝浦町定住促進賃貸

住宅家賃助成金については、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付要綱第 13条の規定に

より交付の決定を取り消したので通知します。 

 

 

１ 交付決定取消日     年  月  日 

 

 

２ 交付取消額     月額金           円 

               （   年   月分から） 

 

 

３ 交付決定取消事由 

 

 

 

  



様式第５号（第 14条関係） 

第     号   

年  月  日 

 

 

  様 

 

勝浦町長 

 

 

勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金返還請求書 

 

    年  月  日付け   第   号で交付決定を取り消した勝浦町定住促進賃

貸住宅家賃助成金については、勝浦町定住促進賃貸住宅家賃助成金交付要綱第 14 条の規定

により次のとおり助成金の返還を請求します。 

 

 

１ 返還請求額             円 

  （内訳） 

 

 

 

２ 返還期限            年  月  日まで 

 

 

３ 返還方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


